
議案第５１号資料 

令和５年度 

南山城村一般会計補正予算（第７号）概要 

 

 

 

総務費（1,628 千円）  

・電算管理事業                       １，６２８千円 

 

 

民生費（27,430 千円） 

 ・令和 5 年度電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金 

支給事業（追加給付分）                 ２７，４３０千円 

  

 

 

補正額合計  ２９，０５８千円 



令和５年度一般会計補正予算（第７号）主要事項説明 

款（総務費）・項（総務管理費） 

事 業 名 電算管理事業 

予 算 額  １，６２８千円 新規・継続の別 継続 

事 業 内 容 

 

≪目的・趣旨≫ 

 令和５年度電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金支給事業に 

係るシステムの構築をおこなう。 

 

 

≪実施内容≫ 

○価格高騰重点支援給付金支給事業対応システム構築 

 ・システム開発、パッケージ適用作業等 

 

 

≪事業費の算出≫ 

【委託料】                 【１，６２８千円】 

・価格高騰重点支援給付金支給事業対応システム構築 

１，６２８千円 

 

 

≪特定財源≫ 

 ・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金   

１，６２８千円 

担 当 課 総務財政課 

 



令和５年度一般会計補正予算（第７号）主要事項説明 

款( 民生費 )・項( 児童福祉費 ) 

事 業 名 
令和５年度電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金支給事業 

（追加給付分） 

予 算 額      ２７，４３０千円 新規・継続の別 継続 

事業内容 

 

≪目的・趣旨≫ 

「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年１１月２日閣

議決定）」を基に、物価高に最も切実に苦しんでいる世帯を支援す

るため、今夏から実施した住民税非課税世帯１世帯当たり３万５千

円の給付金について、１世帯当たり７万円を追加しプッシュ型で支

給する。（国庫補助事業 10/10） 

 

 

≪実施内容≫ 

 ・支給対象者： 

〇令和５年度電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金の 

支給対象者（基準日：令和５年１２月１日） 

  

 ・給 付 額：１世帯あたり７万円 

 

 

≪事業費の算出≫  

 【事業費】                ２７，４３０千円 

需用費：消耗品費               ３０千円 

役務費：郵送料                 ５０千円 

       手数料(振込・折込)           ５０千円 

扶助費：390 世帯×70 千円         ２７，３００千円 

        

 

≪特定財源≫ 

  新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

    (補助率 10/10)             ２７，４３０千円 

 

 

 

担当課 税住民福祉課 

 


